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住宅地年齢 開発    ⇒10年    ⇒20年    ⇒30年      ⇒40年        ⇒50年････世代交代 

義務教育期 高等教育期 熟年期 引退期 老後 
(虚弱)期 

世帯主年齢 35歳    ⇒45歳   ⇒55歳    ⇒65歳      ⇒75歳        ⇒85歳････世代交代 

街・住宅地のライフサイクル・・・街にも人と同じく循環がある 
開発後、30年目に住民の高齢化が進み、50年目に世代交代が起きる 



住 生 活 総 合 産 業 
（大都市郊外の超高齢化への対応） 

ストック改善 

住宅地の居住環境評価 
↓ 

新しい居住価値創造 
↓ 

現居住用資産の 

価値向上 
↓ 

居住用資産の活用 

 

：新しいビジネスの領域 

高齢者 

ペンション 

 
虚弱老後期
の住替 

⇒居住地近
辺（自分・
子供） 

郊外住宅地 

現在は高齢化・エンプティネスト化 

住み続け 

２.立地の利便性と安全性 

３.地域サービスの充実度 
（見守り⇒食事⇒介護⇒ターミナル） 

住環境 

住み替え 
 

成熟期の住替え  

実行時期 男性55～65歳程度 ⇒都心居住・駅近居住・地方UJターン 
  

これまでの住宅会社ビジネス：郊外居住者をエンドユーザーとする住宅建設 

流通ビジネス 

＜住み続けを左右する3つの条件＞ 

１.3つの「チ」縁 
 血縁＞ 知縁、地縁 

1981.6以前： 耐震診断→耐震補強 

2000以前 ： 次世代省エネ対応 

（子供と別居）小規模化：コンパクトハウス（平屋） 

1995以前 ： バリアフリー化 

（子供と同居）大規模化：二世帯住宅 

＋設備更新、内外装
補修 

60％ 

10～20％ 

20～30％ 

高齢者 

ホーム 
 

要介護期の
住替 

⇒居住地近
辺（自分・
子供） 

 

改修 

建替 

住宅 

わからない 
 

売却支援ビジネス 

賃貸支援ビジネス 

エリアマネジメント 

いろいろな地域資源を繋げ、「新たな価値」を創造すること 



民間住宅企業 
・落下傘ビジネス（テレビコマーシャル、インターネット）の限界 
・即地ビジネス（前線基地、ワンストップ、親密性）の可能性 

第三の主体の創造 

市民、市民、市民 市民主体の非営利組織 

民間企業、企業、企業 企業主体の非営利組織 

大都市の市民、地域 
・地域で持てる力を余している市民、はたくさんいる 
・成熟期、引退期、老後期を生き生きと安心して過ごしたい 
・暇を持て余すよりも、「役割」を持ちたい 
・地域に遊休化している資源はたくさんある 
 

大きなビジネスチャンス 

◆第三の主体の事例 
Business Improvement District（BID) 
Home-Owners Association (HOA) 
Non-profit Organization (NPO) 
 
 

市民活性化のポイント!! 
○運命共同体にする→共有財産を持たせる 
○リスクテイクさせる→出資させる 
○セルフマネージメント→自治 
 

 

エリアマネージメント 
 

街の拠点：グラン・クラブハウス 



背景  計画的開発により急速にできた郊外住宅地は地域内問題を抱えている。 

                       ↓ 

生活者が協力し合い、地域の課題解決に向けて取り組むことが求められる。 

                       ↓ 

一部の住民はその必要性を認知しているが、具体的な解決策に関しては
何をすれば良いのかわからないのが現状である。  

エリアマネージメントの可能性 
２０世紀後半に形成された東京西郊の 

川崎市多摩区三田地域  



川崎市多摩区西三田団地地区のこれまで 

•1966年に当時の日本住宅公団によって開発され
た分譲団地。ＥＶのない5階建て。 

•開発当初は、生田中学校と明治大学以外は何もな
い殺風景な街並み 

•子供の預け合いなどの相互扶助により、近所の
輪が広がっていった。 

•住民アンケートを住民自らが実施し、行政に住環
境整備を訴え、実現させていった。 

•高齢化が明白になり、関心の高い主婦達が集まっ
て自主的に勉強会を開く。 

•集会所を週1回で借り、主婦Ｇが「コスモスの会」を
開設。 

•「コスモスの家」の名称を変え、4度移転した後、現
在は介護保険事業を行う。 

•川崎市地域福祉計画策定時に「コスモスの家」を
中心に、住民アンケート実施する 

•誰でも気軽に利用できる場「三田ふれあいセン
ター」開設。 

•住民による「三田まちづくり委員会」発足 

一段と進む少子高齢化・・・・ 

開発 

現在 

1990年 

2000年 

→「地域」の問題への取り組み 

→各住民が直面した「個」の問題の共有化 

明治大学 

青少年創作
センター 

生田駅 

浄水場 
三田ふれあいセンター 

コスモスの家 

明治大学 

住
民
主
体
の
ま
ち
づ
く
り
活
動
の
変
遷
・経
緯 



地域住民＋ＮＰＯ＋大学･･･→何か？ 



三田地域調査→新しい発見、気づき・・・ 



孤立、3.11の震災、安全、安心→どうしよう？ 



中（生田中）・大（明大）・ＮＰＯ 連携 
お盆とお正月に地域の高齢者を招待して・・・ 

 



そうだ!! まちの拠点・・・ 
“まちもりカフェ”をつくろう 

 





平面図・完成模型 



施工 



15 



西三田団地･･･住宅団地型既存流通モデル事業 
市公社・明大・わなり（市民Ｇ）→地域へ 



地域善隣事業 in Kawasaki 
～よき隣人どうしが力を出し合い、 
楽しく住み続けられる地域づくり～ 

日本版 ＣＤＣ：Ｃｏｍｍｕｎｉｔｙ Ｄｅｖｅｌｏｐｍｅｎｔ Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎ 

低所得・低資産高齢者の住まいと生活支援に関する調査検討委員会作業部会より 
 

「低所得・低資産高齢者の住まいと生活支援のあり方に関する調査研究」、高齢者住宅財団、2014.3 
http://www.koujuuzai.or.jp/html/page01_03_01.htm 

 
低所得高齢者等住まい・生活支援モデル事業についてhttp://www.koujuuzai.or.jp/pdf/2014030503.pdf 
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空き家の状
況 

地縁組織の活
動状況 

・・・ 

・・・ 

 
 
 
 
 

合意形成 

地域独自の新しい可能性と未来!! 

地域のさまざまな「変数」の把握 と 課題の分析 

行政 

地域住民 担い手 

家主等 
介護事業所 

医療機関 

「低所得・低資産高者の住まいと生活支援に関する
調査検討委員会作業部会」による図を一部改変 

エリアマネージメント 

地域を耕すことの可能性 



「地域」の普通の住宅を活用した「グループ居住」の可能性 

生活保護費 
13万円/月 
・家賃5.3万円 

・生活費7.7万円 

× 生活支援困難 

家賃5.3万円 

1K 16㎡ 

生活保護費 
13万円×3＝39万円/月 

・家賃10万円 

・生活費（3人分）20万円 

 家賃10万円 

3DK 60㎡ 

生活支援費9万円/月 

半径２～3Kｍ（自転車10分程度） 

× 

10ユニット 

∥ 

30人 

9万円×10ユニット＝９０万円/月 

月３人の支援員の配置が可能 

地域経営・地域マネジメント 

訪問介護SV 

訪問看護SV 
訪問医療SV 

配食SV 

パライダム・シフト 



「地域・グループ居住」による「地域経済」の循環創造 

公共：生活保護費 
都の月当り扶助総額 

407億円（2010.11実績） 
内、住宅扶助費83億円 

納税 

生活支援員 
（就労支援対象者） 

家賃10万円 

生活費20万円 

地場のお店 
事業所 
大家さん 

給付 

支払 

（雇用の創出） 

売買 

売買 

未来の納税 

生活保護費の投下が地域の経済循環を創出する！ 

グループ居住の 
高齢者等 

地域 



不動産主体と福祉関係主体が連携し、「住まいの確保」と「住まい方の支援」を一体的に提供。 

不動産関係主体 

（家主、不動産事業者等） 

福祉関係主体 

（住民組織、介護事業所等） 

低所得・低資産高齢者 

住まいの確保 住まい方の支援 

「住まい方の支援」が入る
ことで安心して住まいを
提供 

住まいを確保することで 

サービス提供が可能に
なり、安定した地域生活
を保障 

行政 

下支え・参加 

「地域善隣事業」の提案と基本スキーム 



Ｋ市でのケーススタディ・・地域善隣事業の可能性 



既存住宅の改修イメージ・・アパートメント型 





アパートメント型の例 



アパートメント型の例 



誰もが安心して暮らし続けるまちの実現 



まち・住まいの持続と再生に向けて 
“再投資”が必要 

土地 

インフラ・建物 

時間経過 

ま
ち
・住
ま
い
の
価
値 

“再投資” 



まち・住まいの持続と再生に向けて 
再投資する“主体”が必要 

地域善隣事業体 
住宅管理組合 

↓ 

地域事業会社 

地域価値向上事業
の実施 

 ・団地再生 
 ・中古住宅流通促進 
 ・困窮者支援 
 ・空き家対策 

地域住民 

地域住民 

地域住民 

････ 
････ 

出資・設立 

出資・支援 

自治体 

リターン 

リターン 


